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機械装置300万円
（補助額200万円）

広告宣伝:300万円
（補助額200万円）



「事業対象経費理由書」（添付資料）が不要



機械装置300万円
（補助額200万円）

広告宣伝:600万円
（補助額400万円）



「事業対象経費理由書」（添付資料）が必要



新事業を成功させるために
広告宣伝費も2/3の補助を受けれる
めったにないチャンス。



新事業立案・計画

予算計画

事業計画書各種作成

申込み

審査通過

新事業実施 広告販促（周知）



現代ではデジタル、アナログの多種にわたる
広告手法がもとめられます。

例えば・・・

・チラシ
（新聞折込、ポスティング、店頭用）

製造業 店舗型ビジネスへ

・DM（ダイレクトメール）

・看板、のぼり、交通広告

オフライン広告 オンライン広告

・新聞、雑誌広告

・プッシュ型スマホ販促
（アプリ、LINE公式アカウント）

・プル型スマホ販促
（HP、SNS、ブログ、YouTube）

・ネット広告、SNS広告
（リスティング、SNS）

・動画広告
（YouTubeCM、TVCM、サイネージ）

・イベント



例えば・・・

・リーフレット、パンフレット、名刺

製造業 コンサルビジネス

・DM（ダイレクトメール）

オフライン広告 オンライン広告

・新聞、雑誌広告

・プッシュ型スマホ販促
（アプリ、LINE公式アカウント）

・プル型スマホ販促
（HP、SNS、ブログ、YouTube）

・ネット広告、SNS広告
（リスティング、SNS）

・動画広告
（YouTubeCM、TVCM、サイネージ）

・セミナー集客

・ウェブセミナー
・展示会出展



デジタル化した現代とは言え、まだオフラインの重要
性も高く、ハイブリッドな広告戦略が重要と言えます。
これらを自分たちでプランニングするのは大きな
労力が必要です。
ぜひプロの力を有効に活用してください。

・頼まれた依頼には忠実に対応。
・頼む先がどの地域にも多くある。
・安価な提案が得意。
・顔が広い。

一方で・・・。
※受け身体質であまり提案してくれない
※デジタル、WEBに対応できない。

印刷会社 IT会社

・複雑なインターネットの仕組みを
よく理解している。

・効果測定など解析もしてくれる。

一方で・・・。
※デジタルだけで全部を済まそうと
している

※紙媒体に弱い





新事業の成功に向けて
イチコンを御社のパートナーにして
いただけましたら幸いです。
楽しく「ワクワク」するようなご提案を
提供いたします。



Q＆A

事業再構築補助金

「広告販促費」に関する
イチコンが商工会議所に
ツッコんで聞いてみた１１質問!



Q１:対象となる広告媒体の種類は何が認められますか?
A:紙媒体（チラシ・DM）〇

TV、ラジオCM・・〇
SNS（Facebook広告、Instagram広告、LINE広告など）・・〇

Q２:展示会、商談会、及びＰＲイベント出展の費用は?
A:展示会出展費用・・〇

展示会ブース設営費用・・△
（盛り込んで出すだけだしてもらってダメならハジかれるかな・・・）

Q３:ECモール（楽天モールなど）への出店費用は?
A:イニシャルコスト・・・〇

ランニングコスト（月額）・・・補助事業の実施期間内であれば・・〇
※ランニングは「１年間まで」という声もよく聞きます。



Q４:マッチングサイトへの出稿費用は?
A:出稿イニシャル＆ランニング・・・〇

制作費用・・・〇

Q５:次回割引券や商品券などの金券（印刷物）は?
A:基本的に適用外です・・・×

Q６:既存のHPに新規事業のページを足した場合の作成費用は?
A:OKです。新事業のページを足すためにHP全体を

リニューアルしてOK。・・〇



Q７:「消耗品（本事業費）」と「販促費用」の境目がわかりません。
A:テイクアウト事業を始める上で、お弁当容器の印刷や掛け紙・表示シール等の

費用は本事業費なのか販促費用なのか? …× 消耗品だろう
販促広告としての機能を持たせた掛け紙であれば
どちらに振り分けられますか?…△

Q８:広告販促費の枠取りの目安は全体予算に対してどのくらいの
割合まで認められますか?

A:わからない・・・×

Q９:新事業初動の広告・販促のみでなく、数年を見据えて定期的な
販売促進費用として事業計画に組み込むことは可能ですか?
可能であればどれくらいの期間を組み込めますか?

A:通常枠なら最⾧１２カ月まで可能。実績報告書で確認されてから振り込まれる。
→ランニングを組み込んでいた場合支払い終わって、実績報告書を確認してから
→イニシャルだけなら早くなる。

※「概算払い請求」でランニングの途中でも請求できる（全額ではない）



Q１０:申請時に広告費を含んでおらず、後から足すことはできますか?
可能ならデッドリミットはありますか?

A:交付決定料金範囲以内であれば内訳の変更可能（事前に変更申請必要）
当然最初から計画に組み込んでおくのが安全。

Q１１:事業計画に組み込んでいたものが実施されなかった場合、
その補助金の返還などが発生しますか?

A:実績報告書の時に実際に掛かった費用を報告すればいいだけ。
後払いなのでそもそも返還ということ自体起こりえない。



最後に・・・

広告販促の計画づくりは、新事業のターゲット設定や
サービス価格の決定など、様々な要点を整理する上でも
有効なプロセスです。
ぜひ、広告販促の計画も同等に意識していただき
新事業を成功させましょう。



ご清聴ありがとうございました。


